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●2017 年のマンション PER、ミニバブル期ピーク時に比べて 2 ポイント以上も上回る 

90 年代バブルが崩壊した後、不動産デフレによって新築マンション価格が大底圏を迎えていた 2000 年代前半に

おいては、首都圏のマンション PER は 18 ポイント前後の水準で安定した推移を見せていた。その後は、2005 年を

境にミニバブル期のピークにかけて価格高騰に伴ってマンション PER も上昇傾向にシフトし、2007 年には 22.10 と

20 ポイントの大台を一気に突破、翌 2008 年も 21.99 と高水準を維持し、賃料見合いで新築マンション価格の割高

感が相応に増していた。当時は「六本木」や「赤坂」といった都心部に位置する駅などを中心にマンション価格が 1

億円以上まで跳ね上がっていたことから、マンションPERの最大値も上振れることとなり、回収期間に30年以上の

年月を要する駅も珍しくなかった。 

ミニバブルが終焉し景況感が低迷したことを受けてマンション市場も冷え込むこととなり、マンション PER は価格の

弱含みに伴って低下し、2011 年～2012 年にかけては一時的に 20 ポイントを下回っていた。ただ、2013 年以降は

再び価格高騰局面を迎えたことでマンションPERも上昇傾向に移行し、2015年には23.45 とミニバブル期のピーク

値を超えることとなった。直近ではマンションPERがさらに高まっている状況となっており、マンションPERの最大値

も「六本木」や「青山一丁目」など“億ション”が盛んに供給される都心立地の駅で 40 ポイントを上回るケースが出

始めている。 

首都圏においてマンション PER の集計対象となった主要駅の推移を見ると、ミニバブル期や直近の価格高騰局面

ほどマンション PER が高い駅は相対的に多くなっていることが見て取れる。駅数シェアに着目すると、マンション価

格が大底圏であった 2000 年代前半では「18 未満」、ミニバブル後では「18 以上 20 未満」が最も大きいシェアの区

分となっていたのだが、ミニバブル期のピーク時には「24以上」が全体シェアの約1/4を占めるまでに及んでいた。

さらに、2016 年～2017 年では「24 以上」のシェアが過半数まで拡大していることからも、ミニバブル期に比べて賃

料見合いで買いにくさが増しているエリアが都心部のみならず首都圏全域に渡って拡がっている様子が窺える。 

東京カンテイ、2000 年～2017 年における新築マンション PER【改訂版】を発表 

首都圏平均、2012年→2017 年で回収に要する期間が5年ほど長期化 

マンション PERが前年から最も低下した駅は「国分寺」、最も上昇した駅は「朝霞台」 
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前年に比べて最も割安感が強まった駅は

JR 中央線「国分寺」で、マンション PER は

35.94→25.18 と賃料換算で回収期間が

2016 年に比べて 10 年以上も短くなった計

算になる。JR中央線の特快・快速停車駅で

あることから、元々都心への通勤利便性が

高かったことに加えて、最近では駅前再開

発により生活利便性も向上しており、月額

賃料は前年比＋5.4％の 205,540 円と上昇

している。新築マンション価格も前年から

2,200 万円ほど低下して 6,212 万円と 2015

年当時の水準まで戻したために、再び割安

感が強まっている。同様に、都下方面、湾

岸エリア～城東エリアおよび横浜エリアに

位置する駅では、やや過熱感が強まった

2016 年から価格調整が進んだことで 2017

年に割安感が強まっているケースが見られ

る。なお、「森下」や「目黒」などは新築マン

ション価格が賃料見合いで割安となったと

いうよりも、特定の物件から高水準な賃料

事例が発生したことによる影響が大きく、同

様のケースは「下総中山」や「方南町」など

にも当てはまる。 

一方、前年から最も割高感が強まった駅は

東武東上線「朝霞台」で、マンション PER は

15.79→27.66 と賃料換算で 2016 年に比べ

て回収までに約 12 年も余計にかかる状況

となっている。月額賃料が低下したのに対

して、新築マンション価格はこれまでの水準

から約 1,800 万円も上昇したため、賃料見

合いでの買いにくさが一気に増すこととなっ

た。割高感が強まっている駅としては、高

級・高額マンションの供給が盛んな都心部

や新宿～品川エリアに位置する駅が多く見

受けられる。それ以外にも、近郊～郊外エリアに位置し、これまで新築マンションの価格帯が 3,000 万円台～5,000

万円台であった駅において該当するケースが増えてきている。 

●新築マンション PER の算出方法と改訂版における変更点について

分譲マンションの新築価格が、同じ駅勢圏の分譲マンション賃料の何年分に相当するかを求めた値。 
マンション PER ＝ マンション価格 ÷ （月額賃料 × 12） 

一般に、マンション PER が低ければ賃料見合いでは割安で買いやすく、反対に高ければ割高で買いにくいことを 
意味する。なお、改訂版ではデータの均質化を図るために、分譲マンションの募集賃料も“新築相当”（＝直近 3 年
間に発生した築 3 年未満の事例を対象）とし、対象も最寄駅からの所要時間が徒歩 20 分以内の物件に改めた。

●PER が前年から最も低下した駅は「国分寺」、2016 年から価格調整が進んだことで再び割安感が強まる


